
 

 

 

 

 

◎  令和３年労働災害発生状況（１～８月） 

 
大河原署管内 宮城局管内 

R2 R3 前年比 R2 R3 前年比 

製造業 計 35 (1)  31    -4 283 (5) 283 (1) ― 

食 料 品 製 造 業 11   11   ― 122 (2) 121 (1) -1 

機械金属製造業 9  (1) 8  -1 77 (3) 73  -4  

建設業 計 11   23   12 169  189  (3) 20 

土 木 工 事 業 2  9    7 47   69 (2) 22 

建 築 工 事 業 6  9   3 93   91 (1) -2 

そ の 他 の 建 設 3   5   2  29   29   ― 

運輸交通業 計 6   9   3 207 (1) 278 (1) 71 

陸上貨物運送業 7   11   4 194 (1) 251 (1) 57 

商 業 18   14    -4 239  286 (1) 47 

社会福祉施設 8  9  1 127  227  100 

全 産 業  100 (2) 123  23 1384 (8) 1759 (6) 375 

※休業４日以上の死傷労働災害（労働者死傷病報告による）。前年比は死傷者数。（人） 

※( )は内数で死亡者数   ※機械金属製造業は、鉄鋼業・金属製品・一般機械・電気機械・輸送機械製造業の合計。 

 

 
第 7２回全国労働衛生週間が、「向き合おう！ こころとからだの 健康管理」をスローガンとして 10 月 1

日から 7 日までの 1 週間実施されます。 

各事業場では、本週間を契機に、労働衛生意識の高揚を図り、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図って

いただきますようお願いいたします。 

      事業場実施事項（週間中に実施する事項(項目のみ)） 

□① 事業者または総括安全衛生管理者による職場巡視 

□② 労働衛生旗の掲揚およびスローガンなどの掲示 

□③ 労働衛生に関する優良事業場、功績者などの表彰 

□④ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症などによる事故など緊急時の災害を想定した実地訓練などの実施 

□⑤ 労働衛生に関する講習会・見学会などの開催、作文・写真・標語などの掲示、その他労働衛生の意識高揚のための 

行事などの実施 

※ 点検事項等の詳細については、厚生労働省、中央労働災害防止協会のホームページで確認できます。監督署入

り口にもリーフレットを備えていますので、ご利用ください。 

          

 

宮城県最低賃金（現行時間額82５円）は令和３年10月1日から、時間額8５３円に改定

されます。 

※ 次の業種には、宮城県最低賃金を上回る額となる別の最低賃金（特定最低賃金）が適

用されていますので、ご注意ください。 

 ① 鉄鋼業（925円） 

 ② 電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業 

（864円） 

 ③ 自動車小売業 （891円） 
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※ 精皆勤手当、通勤手当、家

族手当、賞与等、時間外・休

日・深夜手当は計算に含まれま

せん。 

 

※ 詳細は、宮城労働局賃金室

（022-299-8841）又は大河

原労働基準監督署にお問い合わ

せください。 

 

 

 

 

毎年 11 月は「過労死等防止啓発月間」です。厚生労働省では同月間に合わせて全国で「過労死等防止対策推進
シンポジウム」を全国で開催しており、宮城会場は以下の日程でとなっています。内容は、基調講演、企業の取組
事例報告、遺族からの声などで、事業者を含め多くの方々にご参加いただき、改めて過労死等の現状や課題を把握
し、防止対策を検討する契機としていただきたいと思います。 
【日時】2021 年 11 月 15 日(月)１３：３０～１５：３０（受付１３：００～） 
【場所】エル・パーク仙台 5 階セミナーホール（仙台市青葉区一番町 4 丁目１１－１） 
【その他】参加無料（要事前申込） 
【内容等】①基調講演・・・「業界、業種を越えて考える、ワークライフバランスの実現」 

一之瀬 幸生 氏（セントワークス株式会社） 
②取組事例報告・・・株式会社アステム 
③遺族からの声 

 
※ 詳細及びお申込みはホームページ
をご覧ください。 
 
 
 
 
2018 年の法令改正により、いわゆる安全帯はフルハーネス型の使用が原則になりました（ただし「フルハー

ネス型の着用者が墜落時に地面に到達するおそれのある場合（高さが 6.7５ｍ以下）は「胴ベルト型（一本つ
り）」を使用できます。）。また、法令改正に合わせて 2019 年 1 月に構造規格が改正され、旧規格の安全帯は
2022 年 1 月 2 日（来年）から使用できなくなりますので、新規格のものへの移行等を進めてください。 

発行：大河原労働基準監督署（TEL0224-53-2154）柴田郡大河原町字新東 24-25 

労働条件や安全衛生の確保・改善、労災補償等についてご不明な点やお悩みのことがあれば、お気軽にご相談ください。 

労働条件関係は監督係、労働災害防止・健康確保対策関係は安全衛生係、労働保険料・労災保険関係は労災係まで。 

「過労死等防止対策推進シンポジウム」の開催について

「墜落制止用器具（安全帯）」の対応はお済みですか


